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 はじめに
株式会社の出資者である株主は有限責任しか負わず（会社法104条）、株
式は自由に譲渡できる（会社法127条）というのが株式会社制度における
原則であり、特徴である。株式会社では持分会社()と異なり、出資の払
い戻しによる退社が認められない。しかし、株主がまったく投下資本を回
収できないとすると、株主になろうとする者に出資することをためらわせ
ることになるおそれがあり、また、財産権の保障の観点からも問題がある。
株式会社は人的要素よりも資本を中心とする会社（物的会社といわれる）
であり、市場を通じて一般大衆から資金を調達する大規模な公開型の企業
がとる会社形態であることから、一般投資家が安心して投資できるように
仕組みを整える必要がある。そのため、株式会社制度においては株主の個
性を問題としない仕組みが用意されるとともに、株式会社にとって本質的
な要請として()、株式を譲渡することによって株主が投下資本を回収で
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きる手段を用意し企業の資金業の資金調達の便宜を図ろうとしているので
ある。
他方で、株式会社の形態を取っていても、小規模で家族や知人などのご
く身内だけで経営されている会社については、株式の譲渡を制限するニー
ズがある。このような会社では市場を通じて一般投資家から資金を調達す
る必要はない一方で、株式がまったく自由に譲渡できるとすると小規模で
人的要素の強い会社の株主あるいは取締役らの役員との関係が崩れるおそ
れがあるためである。また、このような会社は株主が自ら経営に携わるこ
とも少なくなく、所有と経営の分離を前提とする公開型の株式会社とは異
なる傾向を示す。そしてこのような小規模で閉鎖的な株式会社の株式の譲
渡の制限は、諸外国の立法でも認められているところである()。
株式の譲渡につき、わが国では、明治32年に制定された当時の商法第
149条において、「株式は定款に別段の定なきときは会社の承諾なくして之
を他人に譲渡すことを得」と定めており、定款による株式譲渡の制限を認
めていた。昭和13年の商法改正でも、第204条第項において、「株式は之
を他人に譲渡すことを得但定款を以て其譲渡の制限を定むることを妨げ
ず」と定款による株式譲渡の制限ができることが定められていたが、昭和
25年の商法改正において、商法204条第項が「株式の譲渡は定款に依る
も之を禁止し又は制限することを得ず」と改正され、株式の譲渡の自由が
絶対的に保証されることとなった()。これは、戦後、財閥解体により、
企業資本は広く大衆の投資によることになると考えられたため、株式会社
における投資回収を常に可能とすることによって株式による資金調達の便
宜をより図ろうとするものであった()。また、譲渡制限のニーズをもつ
小規模で家族的な会社はむしろ有限会社に組織変更をすることが適当であ
ると考えられたこともある()。すなわち、昭和25年商法改正当時におい
ては、小規模で社員の数が限定された閉鎖的な会社のための制度として、
108 法学論集 81 〔山梨学院大学〕
─ 108 ─
昭和13年に設けられた有限会社制度が活用されることが想定され、株式会
社とすみ分けることがある程度期待されていたものといえる。
ところが、戦後の復興が進み、個人企業の「法人成り」が行われる過程
でも、中小企業等本来は有限会社の形態が適していると思われる企業が株
式会社形態を取る例が少なくなかった(
)。そこで、わが国の株式会社の
大部分が閉鎖的な会社であるという実情と、外国資本や競争会社による株
式買い占めを阻止するために()、昭和41年の商法改正で、株式の譲渡に
ついて取締役会の承認を要する旨の定めを定款に設けることができるよう
にしたのである（昭和41年改正商法第204条第項但書）。
そして、平成17年会社法の制定に際して、有限会社法を廃止し、株式会
社制度の中に有限会社法制の実質が取り込まれるとともに、定款で全株式
の譲渡制限をした会社に定款自治を広く認めた()。もとより社員が有限
責任しか負わないという点で有限会社は株式会社と共通しており、また、
持分（社員の地位）の譲渡が制限されるという点においては、定款ですべ
ての株式の譲渡が制限されている株式会社と類似する。平成17年会社法が
株式の譲渡に関連して、すべての株式に譲渡の制限の定めがある会社を
「公開会社」でない会社として、広い定款自治を認め、取締役会を設置し
ないなど有限会社に近い組織を選ぶことも容認された。さらに、株式の譲
渡について、取締役会を設置しない会社の譲渡制限株式の譲渡は株主総会
で承認することが明文で規定された。これにより、旧有限会社法の制度に
近いものとなるとともに、改正前に議論されていた問題のひとつである、
譲渡の承認を株主総会でなすことができるか(10)という問題が立法により
解決されたものともいえる。
ところで、株式会社における譲渡制限の制度は小規模で同族経営の会社
が閉鎖性を維持するために用いられることが想定されるため、譲渡が制限
された株式の譲渡に関して起こる紛争は、親族間の争いが多く見られる。
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小規模な同族会社は、経営者も株主も親族である場合も多く、複雑な人的
要素が紛争の背景にあり、利害も単なる金銭的なものにとどまらない。他
方で、株式会社で株式の譲渡制限を定めている会社は小規模で同族経営の
会社であるとも限らず、旧有限会社法の持分の譲渡の制度とは趣旨が異な
る部分もある。
このように、平成17年の会社法によって株式の譲渡制限の制度がまった
く有限会社の持分の譲渡に統合されたというわけでもなく、従来の株式会
社における譲渡制限の制度と有限会社の制度の相違があった部分につきど
のように解するか明らかでない部分もある。そもそも会社の承認にどのよ
うな効力があるかという点については平成17年改正前から争いがあったと
ころであり、近時の裁判例においても譲渡制限株式の譲渡の承認に関する
問題は依然として残されている。そこで本稿では、裁判例を見ながら、平
成17年会社法制定後の譲渡制限の制度をどのように解するかについて再考
したい。
 株式・持分の譲渡制限の制度
（）株式会社における譲渡制限
わが国の商法は、株式会社については昭和25年の改正前は定款に規定を
置くことによって株式の譲渡の禁止をも含む譲渡の制限について会社に広
い定款自治を認めていたところ(11)、昭和25年の商法改正で株式譲渡の制
限が禁止され、株主の投下資本の回収の保障を強化した。これは一般投資
家がより一層株式に投資することを期待されてなされたものであったが、
昭和25年当時からわが国では家族的・閉鎖的な会社が多いことから、この
ような譲渡制限の禁止には疑問を示されていた(12)。
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そこで、昭和41年改正商法204条第項但書は、定款をもって株式の譲
渡につき取締役会の承認を要する旨を定めることができると定めた。昭和
41年改正では、譲渡をしようとする株主が承認を請求することが定められ、
その後平成年の商法改正により株式取得者からの承認請求も認められた
（平成年改正商法204条15）。この承認請求に対し、会社は承認すべき義
務を負うものではなく、譲渡を承認するか否かは会社の権限のある機関に
属する。すなわち、この請求はその譲渡を承認するか否かを決することを
会社機関に求めるものである(13)。
この制度には、第一に、株式の譲渡についての制限のみが認められ、相
続や合併など譲渡以外の原因による株式の移転については定款をもって制
限することはできないと解される(14)、第二に、定款に株式の譲渡につい
て取締役会の承認を要する旨の定めを置くことに限られる、第三に、取締
役会が承認しない場合には買受人を指定しなければならないという特徴が
ある(15)。第二の特徴につき、取締役会の承認を要するとされたのは、小
規模な会社であっても株主総会の開催には一定の日数を要し、株式の譲渡
がなされるたびに株主総会を招集することは困難であること、買受人の指
定をも株主総会で決定しなければならないとすると株主の投下資本の回収
がさらに遅くなることによる。また、この承認を代表取締役によるものと
すれば迅速に承認することは可能となるが、株式の譲渡の承認は株主の構
成に関する重要な事項であって、少なくとも合議体である取締役会で慎重
に決定されるべきであると解される(16)。第三の特徴によって、定款によ
る株式の譲渡制限の制度は、譲渡制限株式を譲渡したいと望む株主が譲渡
の相手方や売渡価格などの譲渡の条件につき思う通りに決めることができ
ないとしても、誰かに譲渡し得ることが保証されている。これにより、株
式会社制度の要請である投下資本の回収の保障と、わが国の株式会社の多
数を占める小規模閉鎖的な会社の閉鎖性の維持の要請との均衡を図ってい
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たものといえる。
その後、第一点については、平成17年会社法で譲渡制限株式の相続の場
合に相続人に対して会社が売渡請求をすることが認められている。第二点
については、平成17年会社法が有限会社制度を株式会社制度に統合したこ
とにより、取締役会を設置しない会社については株主総会の承認を要する
こととしており（会社法139条第項）、またこのような会社には広い定款
自治を認めていることから、後述するとおり、必ずしも承認機関が取締役
会に限定されないこととなった。また、第三点については、自己株式の取
得の許容にともない、譲渡を承認しない場合に会社自身が買い受けること
も可能となった。
いずれにせよ、譲渡制限の制度は人的信頼関係にもとづく閉鎖性の維持
という株主の利益を守るための制度である。譲渡制限を設ける会社の株主
間の関係は強く、譲渡の承認を取締役会の決定に委ねた場合であっても、
取締役会が株主らの意向を無視した決定をするとは考えにくい。もっとも、
株主間の人的なつながりが強いからこそ株主間で対立が生じた場合に取締
役会等へその影響が及ぶ可能性もあるのであって、そのような場合にこそ
株式の譲渡の承認が大きな意味を持つことになる。
（）有限会社における譲渡制限
平成17年に廃止された有限会社法第19条第項は、「社員が其の持分の
全部又は一部を社員に非ざる者に譲渡さんとする場合に於ては社員総会の
承認を要す」と定めていた。
有限会社法においては、昭和13年制定当初第19条第項は、「社員は第
48条に定むる社員総会の決議あるときに限り其の持分の全部又は一部を他
人に譲渡することを得但し定款を以てこの制限を加重することを妨げず」
とし、第項では「社員相互間の持分の譲渡に付ては第項の規定に拘ら
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ず定款を以て別段の定を為すことを得」と定めていた。
そもそも株式会社以外の会社においては社員の信頼関係が重視されるこ
とから持分の譲渡をするためには他の社員の同意が必要であるとされるの
であって、昭和41年の改正まで、有限会社法は社員総会の特別決議による
承認を要するのが原則であるとしていた。会社は定款をもって持分の譲渡
を禁止しまたは持分の譲渡に付いては、定款をもって譲渡の制限を廃止し
または持分の譲渡に要する承認の要件を緩和することができた。持分の譲
渡が禁止され、または持分の譲渡の承認が得られない場合については、社
員は投下資本を回収する道を与えられず、その財産的利益の保護は十分に
なされていなかった。そのため、昭和25年商法改正によって株式の譲渡の
自由の絶対的な保障がなされたのにともない、昭和26年に有限会社法も改
正され、社員に対する譲渡には社員総会による譲渡は不要であること（昭
和26年改正による19条項）、社員以外の者に対する譲渡には社員総会の
特別決議による承認を要する（同条項）が、譲渡を承認しない場合には
先買権者の指定の請求があれば社員総会の特別決議をもって買受人を指定
すること（同条項）とされた。
その後、昭和41年の商法改正で株式会社における譲渡制限の制度が設け
られたことから、整合性を図るために有限会社法も改正され、有限会社に
おける持分譲渡の承認および持分譲渡が承認されなかった場合の買受人の
指定について社員総会の普通決議でなされることとなった。平成17年改正
前有限会社法19条項が、社員がその持分を社員でない者に譲渡しようと
する場合に社員総会の承認を要するものと規定している趣旨は、もっぱら
会社にとって好ましくない者が社員となることを防止し、もって譲渡人以
外の社員の利益を保護するところにあると解される（最判平成年月27
日民集51巻号1628頁）。この点については株式会社に関する昭和41年改
正商法204条項但書の趣旨と異ならない。
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他方で、株式会社と異なり有限会社は社員数が限定され社員相互間の人
的結合関係を重視することは明らかであるところ、合名会社や合資会社の
ような持分の払戻しによる社員の退社は認められないことから、株式会社
と同様に持分の払戻し以外の何らかの形で社員が投下資本を回収する方法
を用意しなければならない。そのため有限会社の閉鎖性と社員の投下資本
の回収の利益を図るために、社員間の持分の譲渡には制限を設けない制度
になっていたのである(17)。また、株式については株券に表章されること
により、当事者間で譲渡の意思をもって株券を交付することによって株式
すなわち株主の地位を移転することができる（会社法128条項）のに対
して、有限会社の持分については、証券を発行することはできず、社員名
簿記載以前の効力が弱く、しかも譲渡の承認機関が社員総会であることか
ら、承認のない譲渡の効力を株式と同じように解することはできないと考
えられた(18)。
なお、有限会社法における持分譲渡の承認請求をする際に、かならず他
に譲渡の相手方を指定することの請求を伴うことを要するかという問題が
示されていた。譲渡不承認を前提とする買受人の指定請求を伴わない譲渡
の承認請求を認める場合、買受人の指定請求を伴う場合よりも安易に承認
請求を生じさせることが懸念されたからである(19)。持分の譲渡を承認す
るかどうか判断するためには誰に譲渡しようとするかという情報がなけれ
ば判断することはできず、承認が認められなかった場合には譲渡の相手方
を指定すべく請求することを定めており、先買権者の指定請求を必ず伴う
ようにもみえる。しかしながら、旧有限会社法19条項は「他に譲渡の相
手方を指定すべきことを請求することを得」と規定しており、これを素直
に解釈すれば買受人を指定するように請求することができるということで
あって、買受人の指定を請求しなければならないとは解されない。
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 譲渡制限株式の譲渡の承認機関
（）原則
平成17年会社法は、107条第項において「株式会社は、その発行する
全部の株式の内容として次に掲げる事項を定めることができる。」とした
上で、同項号で「譲渡による当該株式の取得について当該株式会社の承
認を要すること。」と定め、改正前商法204条第項に定める制度を引き継
いでいる。さらに、108条第項において「株式会社は、次に掲げる事項
について異なる定めをした内容の異なる二以上の種類の株式を発行するこ
とができる。」とし、同項号で「譲渡による当該種類の株式の取得につ
いて当該株式会社の承認を要すること。」とし、譲渡制限を種類株式の内
容とすることも可能とした。そして、会社の承認に関しては、139条第
項において、譲渡制限株式の譲渡の「承認をするか否かの決定をするには、
株主総会（取締役会設置会社にあっては、取締役会）の決議によらなけれ
ばならない。」とする。これは、先に述べたように、株式会社に関して平
成17年改正前商法204条項但書が取締役会を承認機関と定め、有限会社
に関して旧有限会社法第19条第項が社員総会を承認機関と定めていたも
のを引き継いだものといえる。
このような株式の譲渡制限を定款に設ける場合に、旧有限会社法の定め
のように株主間の譲渡について譲渡の承認を不要とする場合には、会社法
107条項号ロ・108条項号に規定される「譲受人が株主である場合
においては、株式会社が136条または137条項の承認をしたものとみな
す」旨の定款の定めを置くことによって実現することができるものとされ
る(20)。
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また、139条項但書は「ただし、定款に別段の定めがある場合は、こ
の限りでない。」と規定することから、譲渡の承認につき株主総会または
取締役会を承認機関とせずに、定款で他の機関を承認機関とする旨の定め
を設けることが想定される。この例として、立法者の解説では株式の譲渡
の承認につき代表取締役や取締役が判断するものとすることや、取締役会
設置会社において株主総会の決議によるものとすることを定めるできるも
のとされている(21)。しかしながら、譲渡の承認を株主総会の決議による
ものとすることはともかく、代表取締役や取締役が決定するものとするこ
とには疑問がある。以下、この点について検討する。
（）取締役会または株主総会以外の機関を承認機関とすることの
可否
前述したように、昭和41年商法204条項但書は譲渡制限株式の譲渡に
つき取締役会の承認を要するものと定めていたが、取締役会以外の機関に
よる譲渡の承認を要するものとすることができるかという点については議
論があった。平成17年改正前は株式会社には必ず取締役会を設置すること
が求められていたことから、同条は取締役会を承認機関とすることを定め
ていたのであるが、取締役会でなければならないのかどうかが問題とされ
たのである。
まず、株主総会で承認することの可否については、株式の譲渡制限が閉
鎖的な会社および株主の利益の保護のための制度である以上、まったく否
定されるものではないが、株主総会で承認するためには株主総会を招集し
決議をする必要があり、迅速に譲渡を承認するかどうか決定し、また承認
しない場合には買受人の指定を行うことは難しいと考えられることから、
一般的には取締役会の権限とすべきであると解されている(22)。現行法で
は取締役会を設置しない会社もあり、そのような会社においては株主総会
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が株式の譲渡の承認機関となる。また、取締役会設置会社が定款で株主総
会を承認機関と定めることも、認めて差し支えないものと解する。一般的
には取締役会の承認を要するとしたほうが迅速に判断されるため株主総会
ではなく取締役会を承認機関とするほうが株主の利益となると考えられる
ところであるが、株主総会は取締役会よりも上位の機関であると考えられ、
また株式の譲渡の承認は株主にとって直接利害関係のある事項であること
から、定款変更をすることによって株主総会を承認機関とすることは認め
られるものと解される。ただし、会社は譲渡の承認の請求から週間以内
に承認または不承認の決定を通知しなければならず、それをしなければ承
認されたものとみなされてしまう（会社法145条）ことから、株主総会を
承認機関とする場合であっても承認請求から週間以内に株主総会を招集
して開催する必要がある。したがって、株主総会の招集通知を会日の週
間前に発しなければならない公開会社（会社法299条項）において株主
総会を承認機関とすることはできない(23)。
これに対して、判例は平成17年改正前から取締役会設置会社において一
人会社や株主全員の承諾がある場合に、取締役会の承認がなくとも譲渡が
会社に対しても有効であると解しているが、法令および定款で譲渡の承認
機関を取締役会としている場合にどのように考えるかは議論の余地のある
ところである。すなわち、一人会社や株主全員の承諾がある場合に譲渡の
承認がなされたものと評価しうるとしても、定款に定めなくしてこれを認
める場合、いかなる範囲で、いかなる条件でこれを認めるかということは
問題となるであろう。この点、平成17年改正前の有限会社に関する事例に
ついて、最高裁平成年月27日判決（民集51巻号1628頁）は、有限会
社の社員がその持分を社員でない者に対して譲渡した場合に、譲渡人以外
の社員全員がこれを承認していたときは、この譲渡は社員総会の承認がな
くても、譲渡当事者以外の者に対する関係においても有効と解すると判示
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しており、後述する一人会社における譲渡につき承認のない場合と同様に、
承認がなくとも譲渡当事者以外の者に対しても効力を認める判例の立場は
確立しているものといえよう。一人会社や株主全員の同意がある場合でな
くとも、本来株主総会が承認すべき機関であると解する立場(24)からは、
定款では取締役会を承認機関としているときでも株主総会での承認を認め
ることになるが、これを認めることには疑問がある。
次に、代表取締役等の取締役を承認機関とすることの可否については、
近時の裁判例で争われた例がある。
事例①東京地裁平成28年10月26日判決（LEX/DB文献番号25537784）
被告 Y社は昭和58年に設立され、取締役会設置会社であり監査役設置
会社であった。平成26年月日当時、Y社の取締役は A、B、Cの名
であり、同年 Aが死亡した後、同年10月20日まで新たな取締役は選任さ
れず、10月20日に開催された臨時株主総会（第総会）において取締役会、
監査役を廃止する旨の決議がなされたとともに、株式の譲渡制限に関し、
譲渡承認機関を取締役会から代表取締役に変更する旨の決議がなされた。
原告Xは Aの妻であり Xの死後に Y社の株式12株を単独相続した。A
の法定相続人は妻である Xと子である B（Y社の代表取締役）のみであ
り、Bは Xに対して平成26年月日付けで遺留分減殺請求を行ってい
るため、上記12株については Xと Bが準共有している状態であるが、X
がその持分の過半数を有している。
B作成の株主名簿（平成27年12月日現在）によると、Y社の株式50株
のうち、Bは32株、Xは12株、Eは株保有している。Xは平成26年10月
15日付書面をもって、Y社に対して12株の権利行使者指定の通知を行っ
た。
平成26年10月20日、Y社は臨時株主総会（第総会）を開催し、取締
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役会の廃止・監査役の廃止・株式の譲渡承認機関の取締役会から代表取締
役への変更を含む定款変更等を決議した。この第総会の決議について
Xは株主総会決議取消訴訟を提起しており、（本判決当時）訴訟係属中で
あった。
平成27年12月21日に Y社は臨時株主総会（第総会）を開催し、Bと
Eが出席したが、Xは出席しなかった。
Xは、第総会前の株式の譲渡につき取締役会による承認決議がない
こと、第総会後の代表取締役による株式譲渡承認は効力を欠くこととし
て、第総会の決議の取消を求めた。
この事件につき、裁判所は以下のように述べて、原告の主張を認め、第
総会の決議の取消を認めた。
株式譲渡の承認機関は、定款に別段の定めがない限り、取締役会設置会
社では取締役会、取締役会非設置会社では株主総会である（139条）。同条
は、株式の譲渡制限の制度が、株主を人的な信頼関係にある者に限定する
ために設けられた制度であることからすれば、本来は株主自身が承認する
か否かの選択をするのが望ましいが、取締役会設置会社では株主総会の招
集に一定の時間がかかることを考慮して取締役会を承認機関と定めたもの
と解される。このような同条の趣旨に加え、指名委員会等設置会社におい
て、株式の譲渡の承認を執行役に委任することは許されていないこと
（416条項号）からすれば、法は、取締役会より下位の機関を株式譲
渡の承認機関とすることを予定していないものというべきであり、定款の
定めによっても取締役会よりも下位の期間である代表取締役を承認機関と
定めることはできないものと解される。仮に代表取締役に譲渡の承認権限
を与えることが許される場合があるとすれば、それは、承認の可否につい
て株主総会ないし取締役会が一定の基準を定め、その基準に従って個々の
証人請求を代表取締役が処理する形のみであるというべきである。本件に
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おいてこのような基準が定められていた事実はないから、代表取締役によ
る譲渡承認は認められない。
この点を措くとしても、取締役が譲渡当事者である場合は、取締役会決
議の場合には当該取締役は、特別利害関係人にあたり（369条項）、取締
役会の議決に加わることができないと解されることからすれば、承認機関
である代表取締役が譲渡当事者である場合は、その承認権限を失うという
べきである。そうすると、本件で Bは自己の株式の譲受について承認権
限を欠く。
したがって、いずれにしても Bが第総会後に譲り受けた26株につい
ても有効な譲渡承認決議を欠くことになるところ、Y社は、株主として
扱うべきである Bの前者を株主として扱っていないことになり招集手続
きに瑕疵があることになる。
この裁判所の判断はきわめて妥当である。定款によって譲渡制限株式の
譲渡の承認機関を代表取締役とすることは、前述したように平成17年会社
法の立法者は容認する立場を示しているが、極めて問題があると言わざる
を得ない。譲渡制限の制度趣旨は閉鎖的な会社にとって好ましくない者が
株主となることを防止することであるが、それはすなわち株主が自分たち
の仲間として好ましくない者が株主となることを防止するという趣旨であ
る。この趣旨からすれば、また旧有限会社法の制度から考えても、株主総
会を承認機関とすることが本来であるとも考えられるところ、法が取締役
会を承認機関としてきたのは迅速な決定をすることが株主の利益となるか
らであり、また昭和41年改正時に指摘されたとおり、取締役会という合議
体で慎重に検討した上で判断することが期待されているのである。したが
って、株主自身が自ら直接判断するというのであればともかく、取締役会
よりも下位の機関を譲渡の承認機関とすることを法は想定しておらず(25)、
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定款自治の範囲を超えるものと解さざるを得ない。
なお裁判所の指摘するとおり、取締役会を承認機関とする会社において、
取締役自身が譲渡の当事者である場合には、譲渡人であっても譲受人であ
っても決議につき特別利害関係人にあたり（会社法369条項）、取締役会
の議決に加わることはできない。また、株主総会を承認機関とする会社に
おいて、株式を譲渡しようとする株主は決議につき特別の利害関係を有す
る者（会社法831条項号）に該当し、その者の議決権の行使により著
しく不当な決議がなされたときは決議の取消事由となる。
（）一人会社における譲渡制限株式の譲渡の承認
一人会社においても、取締役会設置会社であれば取締役会が承認機関と
なることに違いはない。しかしながら、一人会社についてはその特殊性に
よって、平成17年の会社法の制定より以前から議論があった。すなわち、
一人会社の株主がその保有する株式を他人に譲渡する場合に、取締役会の
承認を要するのかどうかという問題である。この問題は、そもそも譲渡制
限の制度が誰のどのような利益を守ろうとするものであるのか、制度趣旨
をどのように解するかによって、考え方が異なる。
このような一人会社における株式譲渡の承認につき、平成17年改正前で
あるが、取締役会の承認がない譲渡の効力が争われた事例が件ある。
事例②最高裁平成年月30日判決（民集47巻号3439頁、判時1488号
149頁）
この事件は、いわゆる一人会社である被告 Y社の唯一の株主であった
者から株式を譲り受けた原告 Xらが、当該譲渡がなかったものとして行
われた株主総会決議の不存在等を争ったものである。当時は平成17年改正
前商法204条項但書が適用されるため、譲渡制限の定めのある会社の株
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式を譲渡するためには取締役会の承認を得なければならなかったが、取締
役会の承認はなかった。
第一審（東京地裁昭和63年月日判決）は、本件株式の譲渡の後に開
催された株主総会において譲渡人である一人株主が Xらの議決権行使を
容認していること、その株主総会後に Xらの求めに応じて本件株式譲渡
について Y社名義の譲渡を承認する旨の書面に押捺していることから、
Y社取締役会は黙示の承認決議をしていたものと認められるとして原告
の請求を認めた。原審（東京高裁平成元年月26日判決）は、本件株式譲
渡は、一人会社の全株式を所有する者が行ったのであり、その後、その譲
受人は株主総会に出席して議決権を行使し、しかも、これにつき他の株主、
役員が異議を述べた事実は認められないのであり、株式譲渡につき取締役
会の承認を要するとの定款の定めがある以上、このような場合についても
それが不要であるとはいえないにしても、本件のような事実関係において
は、少なくとも譲受人が株主総会に株主として出席して議決権の行使が認
められたことにより、会社の最高議決機関である株主総会の承認があった
と評価され、これにより取締役会の承認があったのと同視されるべきであ
って、会社が承認の欠缺を理由に譲渡が効力を生じないと主張することは
許されないとして、控訴を棄却した。
上告審（最高裁平成年月30日判決）は、商法204条項但書が、株
式の譲渡につき定款をもって取締役会の承認を要する旨を定めることを妨
げないと規定している趣旨は、もっぱら会社にとって好ましくない者が株
主となることを防止し、もって譲渡人以外の株主の利益を保護することに
あると解されるから、本件のようないわゆる一人会社の株主がその保有す
る株式を他に譲渡した場合には、定款所定の取締役会の承認がなくとも、
その譲渡は、会社に対する関係においても有効と解するのが相当である、
として上告を棄却した。
122 法学論集 81 〔山梨学院大学〕
─ 122 ─
事例③東京高裁平成年11月29日判決（判例時報1374号112頁）
この事件は、定款に株式の譲渡制限の定めのある一人会社である Y社
の代表取締役 Xは、Y社の一人株主であった Aの妻であり、Aからその
保有株式10000株のうち5000株の贈与を受け、名義書換を行って株券を X
に交付したが、この Aから X への譲渡につき取締役会の承認を得ていな
かった。その後 Aと Xの関係が悪化し、Aは Y社の取締役会を開催して
Xを代表取締役から解任するとともに本件株式譲渡を不承認とする取締
役会の決議を行い、Xに招集通知を出さずに株主総会を開催し、Xの出
席のないまま Bらを取締役に選任する決議を行った。Xはこの決議の不
存在確認の訴えを提起した。
原審は取締役会の承認を得ていない株式譲渡は Y社に対して効力がな
いと判示した。
控訴審は、以下のように述べて、Xの請求を認容した。
「商法204条項但書が定款の定めにより株式譲渡に取締役会の承認を要
するものとすることを認めたのは、株主の個性や株主の持株割合のいかん
により重大な影響を受ける小規模の株式会社において、好ましくない株主
の出現を防止することによって会社経営の安定を図り、もって譲渡株主以
外の株主の利益を保護するためであって、どのような株主が会社にとって
好ましくないかの判断を取締役会に委ねたものであると解される。そして、
Aは、Y社の発行済株式総数万株の全部を保有し、そのうちの5000株
を Y社の代表取締役である Xに譲渡したのである。
ところで、株主は、会社の存立の基礎をなす存在であり、その意思を会
社の運営に反映させるための機関である株主総会は、株式会社における最
高の機関であって取締役会の上位にあること及び右に述べた商法204条
項但書の趣旨によれば、同規定が株式の譲渡の承認を取締役会の権限とし
たのは、その処理を迅速かつ円滑に行うためであって、事柄の性質上それ
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を株主の意思に委ねることが不適当であるためではないと考えられること
からすると、定款に譲渡制限の定めがある場合において、特定の株式の譲
渡につき株主全員の承認があったときは、取締役会の承認がなくとも、そ
の譲渡を会社に対する関係においても有効に行うことができるものと解す
べきである。そして、このことは、一人の株主が全株式を保有する、いわ
ゆる一人会社の場合においても同様であるということができる。
そうとすれば、本件においては、一人会社の株主である Aがその意思
によって保有株式の一部を Xに譲渡するというのであるから、Aは、取
締役会の承認をまつまでもなく、これを Xに有効に譲渡することができ
るものである。したがって、Xの主張する Aから X への右5000株の譲渡
は、その合意と株券の交付とにより Y社に対しても効力を生じたものと
いうべきである。」
これらの判決はいずれも譲受人である株主の主張を認め、取締役会の承
認を得ていない譲渡制限株式の譲渡が会社に対しても効力を生じることを
認めている点で共通する。
まず、②事件では第一審から上告審まで一貫して原告の主張を認めてい
るものの、それぞれ理由づけが異なっている。第一審は、元の一人株主で
あり代表者を自称する者が譲渡の事実を認めていることをもって取締役会
の黙示の承認があったものとし、原審である控訴審は株主総会を株式会社
の最高議決機関とした上で、株主総会の承認があったと評価されることを
もって取締役会の承認があったのと同視する。これらの立場は譲渡制限に
つき会社の承認を要するという一般原則を確認した上で、一人会社という
特殊性を考慮し、この事案では承認があったものと評価すると解するので
ある。これに対して、上告審の立場は、株式の譲渡制限の趣旨を「会社に
とって好ましくない者が株主となることを防止し、もって譲渡人以外の株
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主の利益を保護することにあると解される」ことを根拠として、一人会社
の株主がその保有する株式を他に譲渡した場合には取締役会の承認が不要
であるとする。
それに対して、③事件では、原審は取締役会の承認がないことを理由に
譲渡の効力を否定したのに対して、控訴審は、株主総会は株式会社におけ
る最高の機関であって取締役会の上位にあり、株式の譲渡の承認を取締役
会の権限とされるのはその処理を迅速かつ円滑に行うためであって、事柄
の性質上それを株主の意思に委ねることが不適当であるためではないとし
て、株式の譲渡につき株主全員の承諾があったときは、取締役会の承認が
なくともその譲渡を会社に対する関係においても有効に行うことができる
とした。
このようにみると、一人会社において取締役会の承認のない譲渡制限株
式の譲渡の会社に対する効力を認める裁判所の理論構成としては、（ⅰ）
株式の譲渡につき取締役会の承認を要する場合であっても、会社における
最高議決機関であり取締役会の上位にある株主総会の決議または株主全員
の承諾をもって取締役会の承認に代替することができると解する、（ⅱ）
譲渡制限の制度は、閉鎖型の会社において譲渡株主以外の株主の利益を保
護するために設けられたものであって、一人会社の株主がその保有する株
式を譲渡する場合には他の株主の利益の保護は問題とならないことから、
取締役会の承認がない場合であってもその譲渡は有効であると解する、と
いう二つに大別することができる。
まず、（ⅰ）は平成17年改正前商法または会社法139条の規定によって取
締役会が承認機関とされるにもかかわらず、他の機関を承認機関とするこ
とができるか、という観点から理由づけをするものである。取締役会設置
会社においては、株主総会の権限は法令・定款に定める事項に限定さ
れ(26)、他の事項は取締役会の決定に委ねられるというのが株式会社にお
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ける原則である。ところが、譲渡制限の定めのある会社は閉鎖型の会社で
あり、株主が取締役でもある場合も多く、株主が直接経営に関与すること
を望む場合が少なくない。そのような実情があるからこそ平成17年会社法
は有限会社法制と閉鎖型の株式会社法制を統合したのであり、すべての株
式の譲渡につき会社の承認を要する会社については取締役会を設置しない
ことが選択できるものとしたのであるが、小規模で閉鎖型の会社であって
も取締役会を設置することは許容されるし、また一部の株式は譲渡が制限
され他の株式は自由に譲渡できる会社には取締役会の設置が義務付けられ
ることから、現行法の下においても閉鎖型の会社であっても譲渡につき取
締役会での承認を要することは十分にあり得る。このような場合に、株主
総会の決議または株主全員の同意によって株式の譲渡を承認することは認
められるかどうかは問題である。
次に、（ⅱ）について、株式の譲渡制限の制度趣旨が閉鎖型の閉鎖性維
持のニーズ、すなわち信頼関係がなく好ましくない者が株主となることを
防ぎたいという既存株主の利益を保護しようとするものであることは明ら
かであり、一人会社の株主が自ら保有する株式を手放そうとする場合にそ
の保護が不要であることも明らかである。
旧商法204条項但書および会社法136条の定める株式の譲渡制限が会社
の閉鎖性の維持のための制度であり、閉鎖的な同族会社またはその株主に
とって好ましくない外部の者が会社に入ることを防ぐことがその目的であ
るならば、唯一の株主が自ら株式を譲渡する場合にその制限が適用されな
いとすることには理由がある。また、取締役会の承認を要するとする制度
の根拠が、株主総会での承認を要するならば承認を得るまでに時間や手間
がかかるということであるとすれば(27)、その手間や時間がかからない一
人会社で株主自身が譲渡につき判断することは、問題がないようにも思わ
れる。そもそも譲渡の承認機関が取締役会であるとされる理由が承認およ
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び買受人指定等の手続を株主総会を承認機関とすると迅速に行うことがで
きないからであるならば、その迅速な処理を株主自身が放棄することは可
能であるとも考えられ、事実上その手続がうまく実行できないからといっ
て、定款で承認機関を株主総会とすることは否定されないのではないかと
主張される(28)。また、会社の利害関係人の状況をみると、一人会社では
株式の譲渡につき会社の承認を要することによってその利益を保護すべき
譲渡人以外の既存株主は存在しないために、一人株主の意思決定が株主総
会の全員一致の決議または株主全員の同意と同視できるとする判例・多数
説の立場を前提にすれば、一人株主の意思決定を取締役会の承認に代替す
る(29)か、取締役会に代えて株主総会の承認を要するものと定款変更した
と解することもでき、会社の承認を得るというプロセスを経る必要がない
とも考えられるのである。その意味で、そもそも一人会社における譲渡制
限株式の譲渡について譲渡制限の制度を適用すべきなのかどうか疑問が示
されるところである(30)。他方で、一人会社ではないが他の株主全員が譲
渡を承認する場合でも、譲渡制限制度の趣旨である既存の株主にとって好
ましくない者が株主になることを回避する必要性がないという点で異なら
ないとの立場もある(31)が、閉鎖的な会社において譲渡の効力が争われる
事例は家族間の争いであることが多いことに鑑みると、他の株主の承認が
明示的になされなければ解決にならないのではないかと考える。その意味
で、安易に株主全員の承認があればよいとするのではなく、株主全員の承
諾により株主総会の決議があったものと同視しうる場合(32)に譲渡の承認
があったものと解することで充分ではないだろうか。
そして、本件のように一人会社において一人株主が株式を譲渡すること
につき紛争が起こる場合は、その一人株主自身が後になって自らが行った
譲渡の効力を否定することによって生じているのであり、実質的には会社
と譲受人の紛争ではなく譲渡人と譲受人の間の紛争である。そうであるな
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らば、譲渡制限株式の譲渡につき会社の承認があったか、なかったかとい
うのは、この紛争の本質ではない。譲渡人である一人株主と譲受人との間
で株式の譲渡につき争いがない場合、従来の判例・通説の立場である譲渡
制限株式の譲渡の効力に関する相対的無効説（その当否については後述す
る）によれば、当事者間では譲渡は有効であるとした上で、会社との間で
無効であると解することになる。このとき、会社との関係で譲渡人が依然
として株主であると扱われるとしても、当事者間では株主の地位は譲受人
に移転しているものとされる。このように解すると、このような事案にお
いて譲渡人である元の一人株主は譲受人である原告が株主であることを否
定できないはずである。
上に挙げたような事案の解決としては、一人会社における譲渡制限株式
の譲渡につき、定款に定めるとおりの会社機関の承認がなされていない場
合に、譲渡人である元の一人株主自身が、その者自身が経営者かそれに近
い地位にあるにもかかわらず会社機関の承認がないことを理由として譲渡
の効力を後から否定することを認めることは妥当ではなく、また譲渡の承
認がないものとして保護すべき株主の利益も見当たらない。このような事
案で裁判所が株式譲渡の効力を肯定しようとしたことについては極めて妥
当なものといえる。
ただし、株式の譲渡につき取締役会または株主総会で承認する旨の定款
の定めがあるにもかかわらず、常に一人会社では定款に定める承認は不要
であるとする、または、株主全員の承諾があれば定款に定める承認は不要
であるとするのは、株式を譲渡しようとする株主または譲受人にとっては
むしろ自らがいかなる手続きを取ればよいかということが曖昧になるとい
う問題がある。場合によっては、定款で定める取締役会の承認の判断と株
主全員の合意による判断が一致しない可能性もあり、その場合には何をも
って「会社の承認」とするかという問題が生じるおそれがある。法が制度
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を設けることは、株主自身および株式譲受人となる者のために取るべき手
続きをあらかじめ定款で明示的に定めておくことに意義があるのであって、
やはり、一人会社の場合や株主全員の承諾がある場合については定款の特
別の定めがない限り、原則として、定款の定める機関の承認を要するもの
と解するべきである。その上で、一人会社や株主全員の同意がある場合に
ついては、定款の定める機関の承認があったものと同視できることを根拠
にその効力を会社に対しても生じるものと考える。
（）株主間の譲渡制限株式の譲渡の承認
株式の譲渡制限の目的が平成年の最高裁判決が述べるように「会社に
とって好ましくない者が株主となることを防ぐこと」であれば、本来、す
でに株主となっている者が譲受人となる譲渡制限株式の譲渡については会
社の承認を必要としないのではないかと考えられる(33)。すなわち、その
場合には譲渡人も譲受人も既存株主であり、閉鎖性の維持という株式の譲
渡の制限によって保護されるべき者であってこの制度によって排除される
者ではないのではないかと思われるのである。実際、前述した旧有限会社
法19条項は社員がその持分を「社員に非ざる者」に譲渡しようとする場
合について定めており、社員間の譲渡とは明確に区別されていた。
しかしながら平成17年改正前商法204条でも会社法107条でも、譲渡制限
株式の株主間の譲渡にも会社の承認を要するものとされており、平成年
の判例のいう制度趣旨や、単に人的な信頼関係にある者に株主を限定した
いということだけでは説明ができないものと言わざるを得ない。この点に
つき、江頭教授は「昭和41年改正当時、外資による乗っ取り防止等の目的
で公開型のタイプの会社による同制度の利用も可能にしようとの意図があ
ったことの表れともいわれるが、閉鎖型のタイプの会社に関していえば、
株主間の持株比率の変動にも会社（株主）が無関心ではいられないからで
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ある。」と述べられている(34)。小規模で閉鎖的な株式会社においては、株
主間で株式の譲渡が行われ持株比率が変動することが譲渡の当事者ではな
い他の株主にとっても関心事となりうることは疑いないが、だからといっ
て、株式会社よりも人的要素の強かった旧有限会社法制においても原則と
して社員間の譲渡を承認の対象としなかったところ、株式会社法制で原則
として株主間の譲渡を承認の対象とすることについては疑問もなくはない。
現行法の下で株主間の譲渡を承認の対象とする場合、取締役会設置会社で
あれば取締役会が譲渡の承認機関となることになるが、株主間の持株比率
の変動という株主自身の利害に関する事項につき取締役会が判断するとい
う制度設計が全体として整合性をもつものであるのか疑問であるからであ
る。株主間の持株比率の変動につき株式の譲渡を制限することによって株
主同士で利害を調整しようとするのであれば、むしろこの場合こそ取締役
会ではなく株主総会の決議をもって判断すべき事項ではないだろうか。こ
のような会社にとってよりも個々の株主にとって重大な影響をもつ判断を
株主が取締役会に委ねることは不可能ではないが、その判断が特定の株主
の利益を害したり特定の株主を利するものとなったりしないように慎重に
なされるべきである。なお、この点につき、株主間の譲渡につき会社の承
認を不要とする定款の定めを置くことは、譲渡制限を緩和するものである
から有効と解してよい(35)。
 承認を得ないでなされた譲渡の効力
会社の承認を得ないでなされた譲渡制限株式の譲渡の効力については、
平成17年改正前より判例・学説において議論があった。株式は会社と株主
との間の法律関係であり、会社に対して譲渡の効力を生じないのであれば
その株式譲渡はすべての関係において効力を生じないのではないかという
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疑問があること(36)、譲渡制限株式の譲渡の承認を譲渡の効力要件と解す
ること(37)、株式の譲渡制限を認める制度の趣旨、そして平成17年改正前
商法204条のないし204条のの譲渡承認請求等の手続きは、会社の承認
のない譲渡の効力がないことを前提にしていると解されることなどから、
会社の承認のない譲渡制限株式の譲渡は無効であるとの立場も主張されて
いた(38)。この立場では、会社の承認なく譲渡された場合、譲渡当事者間
においても、債権債務関係以上の効力は認めない(39)。譲受人からの譲渡
の承認を認めることは当事者間の譲渡が有効であることを前提とすること、
会社にとって好ましくない者が株主となることを防ぐという譲渡制限の趣
旨からすれば会社との関係において譲渡の効力を否定できれば十分である
ことから、株式譲渡の当事者間では譲渡を有効としながら会社に対して効
力を生じないものとする相対的無効説（または相対説）が判例（最高裁昭
和48年月15日判決民集27巻号700頁）・多数説(40)となっている。株式
は会社に出資して会社財産に対する持分を細分化したものである以上、会
社と株主の間の法律関係（つながり）である。株式とはこの持分を譲渡し
やすい形にしたものであり、会社法の定める株式譲渡の方法によって当事
者間において有効に移転しうるものといえる。ただ譲渡制限の定めがある
場合には、承認のない譲渡が会社に対して効力を生じないのは、社団関係
に基づく制約に服するからである(41)。この点につき、平成17年会社法が
譲渡制限株式の譲渡の承認につき「譲渡による取得」を承認の対象として
いること(42)、株式取得者からの譲渡の承認および買受人の指定請求を認
めることから、相対説を前提とするものと解される(43)。
ここで、株主名簿の名義書換という会社法上の他の制度との関係が問題
となる。譲渡制限のなされていない株式の譲渡は当事者の譲渡の意思表示
と株券の交付（株券発行会社）によって行われるが、会社との関係では株
主名簿の名義書換をする必要がある。株主名簿は会社の事務処理の便宜の
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ための制度であり、株券発行会社か否かでその効力は異なるものの、いず
れにせよ名義書換を受けない株式の譲受人は、実質的権利を証明したとし
ても会社に対して株式の権利を行使できない。譲渡制限の定めがある場合
でも、名義書換をする必要はあり、株式譲受人は譲渡制限のない株式と同
じように株主名簿の名義書換を請求することができるかということが問題
となる。相対的無効説によれば定款による株式譲渡の制限は、「つきつめ
れば『名義書換の制限』にほかならない」との指摘もある(44)。この点に
つき、株式の譲渡につき取締役会の承認を得なければ譲受人が名義書換請
求をなしうるとしても会社は名義書換を拒絶することができる、とする見
解がある(45)一方で、承認を受けない譲渡の譲受人は会社に対する関係で
の資格を得ることができず、名義書換を請求することができないとする見
解もある(46)。この問題に関して、株式会社が定款変更し株式の譲渡制限
の定めを設ける決議がなされたが、その旨が株券に記載されないまま株券
の交付を受けて株式を譲り受けた者が名義書換請求を認められた判例（最
高裁昭和60年月
日判決民集39巻号107頁）がある。この事件では譲
渡制限の効力が生じた後に名義書換請求がなされたところ、会社が名義書
換を拒んだのであり、最高裁は、この場合に名義書換を請求する株主が株
主名簿に記載されていないことを理由に株主であることを否定して名義書
換を拒否できないと判示した。竹内博士は、株式の譲渡制限の目的が会社
にとって好ましくない者が株主名簿の書換により会社に対して株主として
の資格を設定し、会社の支配に介入することを防止することにある以上、
譲渡制限が効力を生じる前に株式を取得した者であっても、名義書換をし
ようとすれば取締役会の承認を得なければならないと主張されている(47)。
この事案では譲渡時には譲渡制限の効力が生じていなかったのであるから
名義書換請求前に取締役会の承認を得ていなければならないと言うことは
できず、それゆえ譲受人が会社に対して名義書換請求をすることができる
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のは疑いない。したがって、問題は会社による名義書換の拒絶が正当か不
当かという点に帰するのである。
このように、前述した譲渡の承認と名義書換請求との関係をみるに、譲
渡制限株式の譲渡につき会社の承認がある場合には、名義書換を拒絶する
ことはできないと考えられるのであって、逆にいえば、株式の譲渡の承認
をするかどうかは会社が譲受人と主張する者を株主として受け入れるかど
うかということである。このとき、一人会社において取締役会または株主
総会を譲渡制限株式の譲渡の承認機関と定めておきながら、一人株主の意
思のみによってこの譲渡を承認しうるとすれば、会社が把握しない株式の
譲渡が有効に行われうることになり、譲渡制限の定めのある会社において
名義書換の確認の手間を要することになる。もちろん、譲渡人である元の
一人株主は取締役などの地位で会社に関与していることも少なくなく、そ
のために一人株主が会社の承認を得ずに株式を譲渡した事実を会社が知り
得ることもある。この場合は前述したように、会社が承認がないことを理
由に譲渡の効力を認めないことは、むしろ譲渡当事者間の問題とみるべき
であって、相対的無効の主張は信義則上許されないものである。いずれに
せよ、譲渡の承認請求は名義書換請求と切り離せず、当事者間で譲渡の合
意が有効になされたとしても、譲渡の承認請求および名義書換請求の手続
きは確実になされる必要があるであろう。
 むすびにかえて
以上にみてきたように、平成17年の改正によって株式会社における株式
の譲渡制限の制度と有限会社における社員の持分の譲渡の制度が統合され
たことにより、理論的に説明が十分になされていない部分が残されている。
小規模で閉鎖的な会社であるという共通点はあるものの、改正前の制度に
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相違点もあり、とくに株主・社員間の譲渡の場合等について現行法は十分
に対応しているとはいいがたい。
譲渡制限株式の譲渡は、家族や知人など親しい関係で行われることが想
定され、その効力が争われる場合にもまた家族や知人などの関係での紛争
となる。その中で、いかなる場合に譲渡の承認があったものと解するかは、
当事者である株主の利益を第一に考えるべきであるのは確かである。裁判
所が一人株主の株式の譲渡や株主全員の承諾がある場合の譲渡につき定款
に定める機関の承認がなくとも効力を認めていることは理解できる。ただ
その理由として、譲渡制限の制度で保護されるものが既存の株主の利益だ
けであり、この場合には譲渡人である一人株主しか既存株主がいないこと
をもって会社機関の承認が不要であるとするのは賛成しがたい。この事案
では譲渡人である一人株主が会社の代表者を自称しており、一人株主と会
社とを同一視することも可能であろうが、会社の知らないところで一人株
主が勝手に他人に譲渡制限株式を譲渡することもありうるのであり、その
場合にまったく定款に定める手続きが不要であるとするのは妥当ではない
と解する。小規模で閉鎖的な会社であろうとも、会社の取締役は法令およ
び定款を遵守する義務を負うのであって（会社法355条）、株主も法令およ
び定款を遵守しなくともよいというわけではない。小規模で閉鎖的な会社
であるからこそ、株主は自らの保有する株式の譲渡につき会社の承認が必
要であることを知っていると考えられ、会社法の他のさまざまな制度とは
異なり、株主自身の個人的な利害のためにも譲渡制限に関する定款の規定
を遵守すべきである。したがって、譲渡制限株式の譲渡につき定款に定め
る会社機関の承認がなされていない場合には、当事者間の譲渡が有効であ
っても、会社との関係ではその効力は主張できなくともやむをえないとい
うべきであって、ただ譲渡当事者および会社との関係によっては、信義則
または禁反言の法理によって、譲渡につき承認を得ていないことを主張で
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きない場合がある、と解するべきである。実際には、このような小規模で
閉鎖的な会社の場合、株主も取締役も家族や親しい関係であることが多く、
よく事情を知っているものと考えられることから、定款に定める会社の承
認はまったく形式的なものに過ぎないこともあるであろう。
さらに、譲渡制限株式を種類株式として発行することができるようにな
った現在、公開会社でも譲渡制限株式を発行することができるのであり、
近時では特定譲渡制限付株式を役員等に報酬として付与することもすすめ
られているところである(48)。譲渡制限の制度は必ずしも小規模で閉鎖的
な会社で用いられることを前提として議論すべきではないことを指摘して
おきたい。
譲渡制限株式の譲渡が株主間でなされる場合の譲渡の承認に関しては、
小規模な同族会社における閉鎖性の維持のニーズがその制約の根拠とはな
り得ないことから、定款の定めをもって会社の承認を要するものと定める
ことができるとしても、この承認は一般的な譲渡制限の制度における会社
の承認とは異なる趣旨や利害関係にもとづくものであるといえる。それゆ
え、株主間の譲渡に会社の承認を要することについては、立法論としては、
一般的な譲渡制限株式の譲渡の承認に関する規定とは区別して規定を設け
ることが望ましい。
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